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第３次経営計画に掲げる経営管理指標の評価一覧（電気事業） 

 

● 電気事業 ５項目（評価数６） 

経営管理指標 取 組 事 項 
評価結果 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 

安定した純利益の
確保 

◇効率的な発電の実施 A Ａ Ａ Ａ Ａ C 

経費支出の効率化 
◇計画的な投資と効率的な 
事業実施 

B Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ C 

水力発電の供給力
の向上 

◇平瀬発電所の建設推進 － － ― Ｂ Ｂ B 
◇リパワリングの推進 － － － Ｂ Ｂ B 

危機管理体制の 
確保 

◇緊急時対応力の向上 B Ｂ Ｂ Ｃ Ａ A 

小水力発電の開発
促進 

◇小水力発電所の開発 
◇小水力発電導入の技術 
支援 

B Ｂ Ｂ Ｂ Ａ A 

 A：計画を上回る １ １ １ １ ３ ２ 

 B：ほぼ計画どおり ３ ３ ３ ４ ２ ２ 

 C：計画を下回る ０ ０ ０ １ １ ２ 

 

○ C評価となったもの 

経営管理指標 取 組 事 項 該当年度 

安定した純利益の確保 ◇効率的な発電の実施 H30 

経費支出の効率化 ◇計画的な投資と効率的な事業実施 H29、３０ 

危機管理体制の確保 ◇緊急時対応力の向上 H28 

 

○ B評価以上の割合 

B評価以上 ２６ 
             ＝ ８７％ 
全 評 価 ３０  

一部 C評価となった経営管理指標があるものの、全体としては計画が着実に推進 



山口県企業局第３次経営計画の実施状況（電気事業） 

 

 山口県企業局第３次経営計画（計画期間：平成２５年度～平成３０年度）に掲げる経営改善の

ための経営管理指標の実施状況は次のとおり 
 

経営管理指標 内   容 実    績 

１安定した純

利益の確保 

 

 

 

・効率的な発電の実施に 

よる電力収入の確保 

・渇水リスクを考慮した 

料金体系の検討 

 

【純利益の確保】           （百万円） 

区分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 平均 

目標 109 52 71 153 116 155 109 

実績 144 190 265 377 295 121 232 

差 +35 +138 +194 +224 +179 -34 ＋123 
 

２経費支出の 

効率化 

 

 

 

・計画的な投資に加え、 

新技術・新工法の導入 

や効率的な施工方法 

の採用等による工事 

コストの縮減 

 

・「施設整備１０か年計画」の着実な実施 

・施工方法の見直し等によるコスト縮減 

【削減額】※目標 5%以上            （千円、％） 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 平均 

金額 △28,972 △8,422 △27,603 △9,837 △3,706 △1,183 △13,287 

率 △5.1 △5.5 △5.1 △5.3 △3.0 △2.0 △4.3 
 

３水力発電の 

供給力の向

上 

 

・平瀬発電所建設事業の 

 計画的な推進 

【進捗率】             （％） 

年度 H28 H29 H30 

目標 40 45 50 

実績 34.7 44.7 46.4 
 

・リパワリングの計画的 

 な推進 

【進捗管理】 

年度 H28 H29 H30 

目標 調査設計 機器製作 機器製作 

実績 調査設計 機器製作 機器製作 
 

４危機管理体 

制の確保 

・非常時を想定した事故 

対応訓練の計画的な 

実施などによる危機 

管理体制の強化 

・本局・事業所合同訓練の実施 

（事務所）東部発電事務所 

（時 期）平成３０年１１月 

（内 容）地震による漏水事故発生に伴う緊急対応訓練 

・訓練評価結果２２．９０点(各評価項目 4.2～4.8 点)  

５小水力発電 

の開発促進 

・新たな未利用落差の活 

用による小水力発電所 

の開発 

・小水力発電導入の技術 

支援の推進 

・技術支援３件実施 ※目標年２件 

 



目 標 管 理 カ ー ド（電気①） 

 平成３０年度 

経営管理指標 安定した純利益の確保 

取 組 事 項 
電気事業法改正を踏まえた売電方法のあり方の検討や効率的な発電

の実施。渇水リスクを考慮した料金体系の検討。 

担 当 班 経営・技術企画班 

取 組 方 針 

１ 電気事業法の改正を踏まえて、売電契約方法のあり方を検討 

２ 効率的な発電の実施により、電力料金収入の確保に努める 

３ 渇水リスクを考慮した料金体系について検討 

主 要 目 標 収支計画に基づく純利益の確保 

目標数値等 

（単位：百万円） 

区分＼年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

純利益 109 52 71 153 116 155 

※H28以降は、計画改定後の数値 

効 果 経営基盤の強化 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 
効   果 

効 果 額 

２５ 
・売電契約方法のあり方検討 

・効率的な発電 

 

・国等の動向など情報収集 

・発電停止期間の抑制 

 

ＯＨによる停止日

数を 14日短縮 

1,680千円 

２６ 

・売電契約方法のあり方検討 

・効率的な発電 

・渇水リスクを考慮した料金 

体系検討 

・電力システム改革対策ＰＴの

設置、第１回会議を開催 

・発電停止期間の抑制等 

・H27・28年度料金更改で、必

要費用等の確保、目標電力量

見直しを織込み 

ＯＨによる停止日

数を 17日短縮 

531千円 

２７ 

・売電契約方法のあり方検討 

・効率的な発電 

・電力システム改革対策ＰＴ報

告書の取りまとめ（現行契約

の継続） 

・ＯＨ工事前の効率的な発電 

ＯＨ工事前の効率

的発電により

2,745MWh の増発電量 

4,941千円 

２８ 

・売電契約方法のあり方検討 

・効率的な発電 

・他県の状況等を情報収集しな

がら、新たな算定方法により

交渉し、必要費用等を確保 

・気象予測に基づくダム貯留水

の有効利用 

電力料金収入の

確保 

― 千円 

２９ 

・売電契約のあり方検討 

・効率的な発電 

・国の動向、他県の状況など情 

報収集 

・発電停止期間の抑制 

ＯＨによる停止日

数を 12日短縮 

1,360千円 

３０ 

・売電契約のあり方検討 

・効率的な発電 

・国の動向など情報収集 

・発電停止期間の抑制 

ＯＨによる停止日

数を 9日短縮 

360千円 



１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

○ 電気事業法改正に伴う売電契約方法のあり方について検討する。 

○ 気象予測に基づくダム貯留水の有効利用により、効率的な運転に努める。 

 

２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

効率的な発電 

 

 

 

 

純利益の確保 

木屋川発電所補機オ

ーバーホール工事の

発電停止期間の抑制

等 

 

H30 計画 155百万円 

工程管理等により発

電停止期間を抑制 

 

 

 

H30実績 121百万円 

△9日間 

(予定 45日間) 

約 200MWhの発電増 

約 360千円の増収 

 

計画を下回る 

（△34百万円） 

 

３ 事業評価 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ 

【計画と実績の差異分析】 

○ 平成３０年度の降水量は、平年比９８％とほぼ平年並みであったが、菅野発電所、

水越発電所の故障停止等により販売電力量は 120,638MWh となり、中国電力との交渉

（H29,H30適用）で定めた年間目標電力量（168,794MWh）に対して７１％の達成率とな

った。電力収入についても、経営の安定化のため二部料金制としているものの目標（目

標電力量×料金単価＝総括原価）の８９％にとどまった。 

○ 木屋川発電所の補機オーバーホールで 45日間運転を停止する計画であったが、工期

短縮となるよう工程管理を行い、36日間で工事を完成させ、増収を図った。 

 

４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

○ 平成３０年度の料金交渉（R1・R2 適用）では、総括原価方式を基本に環境価値を加

味した料金算定方法により交渉し、プラス改定したところである。引き続き安定的な

売電収入の確保を目指す。 

○ また、将来的には、入札による売電も視野に入れ、自由市場化に対応した経営ノウ 

ハウの醸成や新規事業展開の検討に努める。 

 



目 標 管 理 カ ー ド（電気②） 

 平成３０年度 

経営管理指標 経費支出の効率化 

取 組 事 項 計画的な投資と効率的な事業実施 

担 当 班 発電班 

取 組 方 針 

「施設整備１０か年計画」に基づく計画的な投資に加え、新技術・新

工法の導入や効率的な施工方法の採用等により、工事コストの縮減 

に努める。 

主 要 目 標 「施設整備１０か年計画」の効率的な推進 

目標数値等 工事コストの削減（５％以上） 

効 果 設備投資、維持管理費の縮減、安定経営の確保 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 
効   果 

効 果 額 

２５ 

・計画的な施設整備 

・コスト縮減 

・「改良・修繕１０か年計画」 

 の着実な実施 

・施工方法の見直し等による 

  コスト縮減 

コスト縮減 

△28,972千円 

２６ 

・計画的な施設整備 

・コスト縮減 

・「改良・修繕１０か年計画」 

 の着実な実施 

・施工方法の見直し等による 

  コスト縮減 

コスト縮減 

△8,422千円 

２７ 

・計画的な施設整備 

・コスト縮減 

・「改良・修繕１０か年計画」

の着実な実施 

・機器仕様の見直し等による

コスト縮減 

コスト縮減 

△27,603千円 

２８ 

・計画的な施設整備 

・コスト縮減 

・「施設整備１０か年計画」

の着実な実施 

・施工方法の見直し等による

コスト縮減 

コスト縮減 

△9,837千円 

２９ 

・計画的な施設整備 

・コスト縮減 

・「施設整備１０か年計画」

の着実な実施 

・機器仕様の見直し等による

コスト縮減 

コスト縮減 

△3,706千円 

３０ 

・計画的な施設整備 

・コスト縮減 

・「施設整備１０か年計画」

の着実な実施 

・機器仕様の見直し等による

コスト縮減 

コスト縮減 

△1,183千円 



 

１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

○ 計画的な施設整備 

○ コスト縮減 

 

２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

計画的な施設整備 

 

 

 

 

 

コスト縮減 

 

 

 

 

 

【主な工事】 

・新阿武川発電所屋根

外壁修繕工事 

[西部利水事務所] 

 

 

【主な取組】 

・佐波川発電所直流電

源装置取替工事に

おける機器仕様の

見直し 

[東部発電事務所] 

 

 

【対策前】 

 59,964千円 

 

 

 

・計画どおりに実施 

 

 

 

 

 

・直流電源装置取替工

事において、故障監

視項目を精査し、特

注品とならない仕

様に見直すことに

より費用を縮減 

 

【対策後】 

 58,781千円 

 

 

 

 

・計画どおり 

 

 

 

 

 

Δ約 1,183千円 

 

 

 

 

 

 

【縮減額】 

 1,183千円 

【縮減率】 

   2.0% 

 

３ 事業評価 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 Ｂ Ｂ  Ｂ  Ｂ Ｃ Ｃ 

【計画と実績の差異分析】 

○ 新阿武川発電所屋根外壁修繕工事などを計画どおり実施した。 

○ 佐波川発電所直流電源装置取替工事において、機器仕様の見直しにより経費削減を

行ったが、目標の５％以上の工事コストの縮減をすることができなかった。 

（縮減額：1,183千円 縮減率：2.0％） 

 

４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

○ 「施設整備１０か年計画」に基づき計画的な施設整備を実施し、引き続き、機器の

仕様及び施工方法の見直し等様々な視点から工事コストの縮減を図っていく。 

 



目 標 管 理 カ ー ド（電気③） 

 平成３０年度 

経営管理指標 水力発電の供給力の向上 

取 組 事 項 平瀬発電所の建設推進 

担 当 班 発電班 

取 組 方 針 平瀬発電所建設事業の進行管理 

主 要 目 標 平瀬発電所建設事業の計画的な推進 

目標数値等 平瀬発電所建設事業の進捗率（H28:40%、H29:45%、H30:50%） 

効 果 地域資源を活かした新たな電源開発 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 
効   果 

効 果 額 

２５ － － 
 

千円 

２６ － － 
 

千円 

２７ － － 
 

千円 

２８ 
平瀬発電所建設工事の施工 適切な進行管理の実施 進捗率 34.7% 

― 千円 

２９ 
平瀬発電所建設工事の施工 

 

適切な進行管理の実施 進捗率 44.7% 

― 千円 

３０ 
平瀬発電所建設工事の施工 

 

適切な進行管理の実施 進捗率 46.4% 

― 千円 

 

  



 

１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

○ 平瀬発電所建設工事のうち、昨年度、ダム建設工事の進捗により施工できなかった

水圧鉄管内面の溶接をダム建設事業と連携しながら実施する。また、水車発電機製作

据付工事の発注及び契約を実施する。 

 

２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

平瀬発電所建設事業

の計画的な推進 

 

 

 

 

 

 

 

発電所建設工事のう

ち、水圧鉄管の製作

及び設置及び水車発

電機製作据付工事の

発注及び契約 

 

 

総事業費に対する 

進捗率５０％ 

 

水圧鉄管の製作及び

設置が完成 

水車発電機製作据付

工事を契約 

 

 

 

総事業費に対する 

進捗率４６．４％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほぼ計画どおり 

（△３．６％） 

 

３ 事業評価 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 － － － Ｂ Ｂ Ｂ 

【計画と実績の差異分析】 

○ 平成３０年度は、水圧鉄管の製作及び設置が完了した。また、水車発電機製作据付

工事を契約し概ね計画どおりである。一方、平瀬ダム建設事業の地すべり対策工の追

加に伴う進度調整の結果、総事業費に対する進捗率は、目標５０％に対し、実績４６．

４％となった。 

 

４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

○ 平瀬ダム建設事業は、地すべり対策に伴う追加工事等により、事業期間が２年延び、

令和５年度までとなったため、平瀬発電所建設事業においてもダム建設事業の進捗に

合わせるよう工程の見直しを行った。 

○ 平瀬発電所建設事業は、ダム建設事業と一体的に工事を進めていく必要があるため、 

引き続き、関係機関と緊密な連携をとりながら、適切な進行管理に努める。 

 



目 標 管 理 カ ー ド（電気④） 

 平成３０年度 

経営管理指標 水力発電の供給力の向上 

取 組 事 項 リパワリングの推進 

担 当 班 発電班 

取 組 方 針 対象発電所におけるリパワリングの進行管理 

主 要 目 標 リパワリングの計画的な推進 

目標数値等 
リパワリングの進捗管理 

（H28:調査事業、H29-H30:機器製作） 

効 果 既設発電所の電力量増加 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 
効   果 

効 果 額 

２５ － － 
 

千円 

２６ － － 
 

千円 

２７ － － 
 

千円 

２８ 
供給力増強可能性調査業務の

実施（菅野・生見川発電所） 

適切な進行管理の実施 調査業務の実施 

―  千円 

２９ 
水車ランナ製作工事の実施 

（菅野・生見川発電所） 

適切な進行管理の実施 機器製作の実施 

―  千円 

３０ 
水車ランナ製作工事の実施 

（菅野・生見川発電所） 

適切な進行管理の実施 機器製作の実施 

―  千円 

 

  



１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

○ 菅野発電所における水車ランナ製作工事の発注 

・菅野発電所の羽根形状を最適化したガイドベーンの製作(H30) 

○ 生見川発電所における水車ランナ製作工事の発注 

・生見川発電所の羽根形状を最適化した水車ランナとするために必要なカバーライナ 

の製作(H30) 

 

２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

リパワリングの計画

的な推進 

 

菅野発電所水車ラン

ナ製作工事の機器製

作 

 

生見川発電所水車ラ

ンナ製作工事の機器

製作 

計画どおりに実施 

 

 

 

 

計画どおりに実施 

計画どおり 

 

 

 

 

計画どおり 

 

３ 事業評価 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 － － － Ｂ Ｂ Ｂ 

【計画と実績の差異分析】 

○ 菅野発電所及び生見川発電所において、それぞれ水車ランナ製作工事で、本年度分

の機器製作を計画どおり行った。 

 

４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

○ 菅野発電所においては、令和元年度に水車ランナの製作を行う。 

○ 生見川発電所においては、令和元年度に水車ランナの製作を行う。 

○ 工事費の縮減及び発電停止期間の短縮を図るため、両発電所とも、令和元年度に実

施する予定の水車発電機のオーバーホールに合わせて、製作した水車ランナ等を既設

のものと取り替える計画であることから、引き続き適切な進行管理に努める。 

 



目 標 管 理 カ ー ド（電気⑤） 

 平成３０年度 

経営管理指標 危機管理体制の確保 

取 組 事 項 緊急時対応力の向上 

担 当 班 調整・管財班 

取 組 方 針 
非常時を想定した事故対応訓練を計画的に実施し、危機管理体制の強

化を図る。 

主 要 目 標 本局・事業所合同訓練の実施 

目標数値等 電気・工業用水合わせて年１回 

効 果 
災害や事故発生等の緊急時において、迅速かつ適切に対応することに

より、電気及び工業用水の安定供給体制を確保する。 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 
効   果 

効 果 額 

２５ 
漏水事故対策訓練 

（厚東川工水） 

漏水事故対策訓練の実施 

（厚東川工水） 

危機管理体制の確保 

―  千円 

２６ 
有害物質混入対策訓練 

（東部発電、周南工水） 

有害物質混入対策訓練の実施 

（東部発電、周南工水） 

危機管理体制の確保 

―  千円 

２７ 
大雨土砂災害対策訓練 

（東部発電） 

大雨土砂災害対策訓練の実施 

（東部発電）※第三者評価導入 

危機管理体制の確保 

―  千円 

２８ 
全電源喪失に伴う緊急対

応訓練（西部利水） 

（徳山導水路事故対応のため

中止） 

危機管理体制の確保 

―  千円 

２９ 
全電源喪失に伴う緊急対

応訓練（西部利水） 

全電源喪失に伴う緊急対応訓

練の実施（西部利水） 

危機管理体制の確保 

―  千円 

３０ 
地震対策訓練(図上訓練)

（東部発電） 

地震対策訓練(図上訓練)の実

施（東部発電） 

危機管理体制の確保 

―  千円 

 

１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

平成３０年度本局・事業所合同訓練 

（１）実施事業所  東部発電事務所 

（２）実施時期   平成３０年１１月 

（３）訓練概要   地震による漏水事故発生に伴う緊急対応訓練 

          想定）安芸灘で発生した地震により、徳山発電所の水圧鉄管から 

漏水が発生 

          内容）初動体制の確保、衛星回線を使用しての情報伝達・収集訓 

練、発電所停止の模擬訓練等を実施 



２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差  異 

事故対応訓練の実 

施 

電気事業で 

年１回の訓練実施 

 

第三者評価の実施 

訓練実施 

（東部発電事務所） 

 

第三者評価の実施 

評価者：中国電力㈱・周

南市消防本部・周南県民

局 

計画どおり 

 

 

計画どおり 

 

３ 事業評価 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ａ Ａ 

【計画と実績の差異分析】 

○ 電気事業としては初めてとなる図上訓練を実施した。 

○ 訓練内容が、評価者に理解しやすいような工夫をしたこと、訓練参加者が訓練手法

などをよく理解していたことなどから、訓練の進行・運営をはじめ、各評価項目にお

いて平均点数が４点以上となり、良好と評価されたことから、「Ａ評価」とした。 

 ＜訓練評価結果＞ 

評価項目 
訓練進行 

・運営 
訓練全般 

情報収集 

・伝達 

付与状況

への対応 
検証作業 計 

平均点数 ４．８０ ４．７０ ４．２０ ４．５０ ４．７０ ２２．９０ 

      Ａ 評 価 

  （評価方法） 

   各項目について５段階評価（最高５点 合計２５点満点） 

  （評価基準） 

   外部評価者４名、内部評価者(本局・事業所)６名の平均点数 

    Ａ評価（良好）  合計２０点以上かつ各項目全て４点以上 

    Ｂ評価（概ね良好）合計１５点以上かつ各項目全て３点以上 

    Ｃ評価（課題あり）３点未満の項目あり 

  （主な意見） 

   ・より厳しい状況を想定した訓練の実施（夜間・休日等を想定） 

・本局訓練の内容の改善（訓練内容の充実等） 

 

４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

○ 第４次経営計画に基づき、以下のとおり災害対応訓練を実施予定。 

・ 熊本地震や平成３０年７月豪雨など、近年の大規模災害を踏まえた訓練の実施。 

・ より効果的な訓練とするため、訓練想定などの状況付与内容の検討 

○ 大規模災害発生時にも安定供給が確保できるよう防災対策の検証・検討を行い、各

種マニュアルの修正等、随時見直しを行う。 

 



目 標 管 理 カ ー ド（電気⑥） 

 平成３０年度 

経営管理指標 小水力発電の開発促進 

取 組 事 項 小水力発電所の開発、小水力発電導入の技術支援 

担 当 班 発電班 

取 組 方 針 
小水力発電所を建設してモデルで活用するとともに、小水力発電導入

の技術支援を実施し、小水力発電の導入を推進する。 

主 要 目 標 小水力発電の推進 

目標数値等 
H25-27：小水力発電所の建設（県内４か所） 

H28-30：小水力発電導入の技術支援の実施（年２件） 

効 果 小水力発電の普及 

年 度 別 進 行 状 況 

年度 取 組 内 容 取 組 実 績 
効   果 

効 果 額 

２５ 

・小水力発電所の開発 

・小水力発電導入の技術支援 

・相原発電所の完成 

・技術支援の実施 

発電所完成 

技術支援実施 

－ 千円 

２６ 

・小水力発電所の開発 

・小水力発電導入の技術支援 

・宇部丸山発電所建設工事 

に着手 

・技術支援の実施 

建設工事着手 

技術支援実施 

－ 千円 

２７ 

・小水力発電所の開発 

・小水力発電導入の技術支援 

・宇部丸山発電所建設工事 

の施工 

・技術支援の実施 

建設工事施工 

技術支援実施 

－ 千円 

２８ 

・小水力発電所の開発 

・小水力発電導入の技術支援 

・宇部丸山発電所の完成 

・技術支援の実施 

発電所完成 

技術支援実施 

－ 千円 

２９ 
・小水力発電導入の技術支援 ・技術支援の実施 技術支援実施 

 

３０ 
・小水力発電導入の技術支援 ・技術支援の実施 保安業務研修実施 

 

 



１ 年間計画（評価を受ける年度に係る計画概要） 

○ 小水力発電導入の技術支援 

 

２ 達成度分析（項目毎に「計画」「実績」「差異」による分析） 

項   目 計   画 実   績 差   異 

小水力発電導入の技

術支援 

申込みに応じた技術

支援 

保安業務の研修を実

施（３件） 

計画どおり 

 

 

３ 事業評価 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ａ・・・計画を上回る 

Ｂ・・・ほぼ計画どおり 

Ｃ・・・計画を下回る 評価  Ｂ Ｂ  Ｂ  Ｂ Ａ Ａ 

【計画と実績の差異分析】 

○ 平成３０年度の技術支援は３件であり、運転・保安に関する助言を実施した。 

 

４ 課題及び問題点／今後の事業展開 

〇 これまでの開発実績を活かし、小水力発電の導入に取り組もうとする市町や公共的

団体等に対する技術支援を積極的に進めることにより、小水力発電の普及に努める。 

○令和元年度から新たな取組として、小水力発電の開発を促進するため、地域の活性化

に資する地域の主体的な取組に対して、技術支援に加え財政支援も実施する。 

〇 小水力発電所の開発については、引き続き、採算性の確保を前提に、発電所未設置

ダム等の未利用落差の活用可能性について検討を行う。 

 


